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そうした経営動向と高齢者との間には，必ずしも直接的な関連があるわ
けではない。だが，直接的な関連がない場合も，積極的な経営ほど，とく
に中小企業では雇用行動全体も積極化しており，そのなかでおのずと高齢
者の活用が積極化している，とふることができる。それに対し高齢者の雇
用については広く５５歳以上の男女を対象としたが，高齢者雇用としてとく
に問題になる60歳以上に限ってふると，パートなども含む全従業員に占め
る比率は１％にも達しない水準から50％近くにも達するまで，大きな分散
を示している。
これらのうち，５０％近くにも達するのは電力会社の定年退職者中心のい
わば高齢者会社ではあるが(No.２４)，この会社プロパーの従業員も雇用さ
れており，一緒になって新しい技術開発にも取り組んでいる。もう１つ，
40％に達しているのはピル管理専門の企業であり（No.１６)，清掃などのメ
ンテナンスは外注しており，また他のビルメン会社とは異なり，事業の多
角化も行われていない。子会社としてやや消極的化している。
それに対し，１％にも達していないのは，もと映画会社の子会社だった
総合プロダクションであり（No.２２)，最近流行のイヴェントや展示などに
事業を多角化し，若者の採用も順調なので，高齢者の活用はもとからの従
業員の高齢化対策に止まっている。さらにちょうど１％に止まる地域貨物
運輸会社は(No.１１)，社歴が短く，比較的高い労働条件で若い従業員を採
用できたためか，運輸業としてはほとんど例外的に高齢化が低くなってい
る。
（２）職務と作業条件の調整
高齢者活用としてまず問題になる職務と作業条件の調整についてまとめ
てゑておこう。
職務や職位の拡大は徐為に進められている。そのなかには，急増しつつ
あった不動産だけでなく，近年の内需再拡大で雇用を急拡大させつつある
建設業では，従業員構成がひょうたん型に変形しているので，管理職な
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どの職務を分解し，高齢者を中間管理職として採用する動きもふられる
(No.１，３)。それに対し製造業ではなにより作業条件の調整がいちじるし
いが（No.６)，新人教育や若手などの技能向上のほか，職場の人間関係の
調整にも役立っている事例がふられる（No.６，７)。また，労働負荷のとく
に高い運輸業では，運転手から運行管理や配車係や整備・修理や貨物など
の仕分けなどに配転している事例もみられる（No.１０，１１)。
各種の卸売業ではこれまで若手中心だったが，定年後の継続雇用の増加
に応じて，それまでの取引関係との連係を活用して高齢者が営業を継続す
るケースもふられるようになってきている（No.１４)。しかし，中途採用の
高齢者の場合は，ファッション産業の営業マンだった継続雇用者とともに
物流センターの荷造りや配送に配置されるケースが多い（No.１２，１３，１４)。
これに対し，高齢化がより進んでいる料理・飲食業では役員や管理職など
への職位の上昇，事務や接客や調理などの広い職務への進出がふられる
(No.15)。さらに情報サービスなどの事業所サービス業では，経営拡大が顕
著だが，それにともなって管理職や専門・技術職としての活用が増加して
いる(No.２０，２３，２４，２５)。また，機械のオペレーターからメンテナンスの
監督職への転換も承られる（No.２４，２５)。その場合，中小企業では前述の
ように大企業のような職務が細分化されていないので，さまざまな実務を
兼担するケースも多い。
これに対し作業環境条件の調整では，とくに肉体労働の多い建設業，製
造業，運輸業，さらに卸売の物流センターやビル・メンテナンスでは，重
量物運搬の合理化を始め，さまざまな工夫が試承られている。なかでも，
製造業の事例で顕著なように，照明，目盛などの改善，中腰作業の排除，
さらに難聴者対策などもとられている（No.５，６，８)。しかし，このよう
なハードの環境整備には，設備投資を必要とするので，中小企業らしい資
金難などから徹底化できず，その代り工程間・周辺の準備・整理作業や雑
役．守衛に補助労働力として配置されるケースもふられる（No.６，８)。
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（３）前職能力の活用と能力再開発
それに対し，高齢者の前職能力の活用や能力再開発やリフレッシュはい
かに進められているか。
すでに２で述べたような前職能力の直接・間接的活用は，あらためて指
摘するまでもなく，広い産業分野で積極的に行われる。それに対し能力再
開発はより少いが，造園業（No.４)，物流センター（No.１２，１３)，ビルメ
ン業（No.１６，１７)，情報処理業（No.２１）などでは積極的に試よられてい
る。それには東京都が開始している能力再開発の実践セミナーも含まれる
が，職場でも仕事しながらのＯＪＴが行われている。また，その前提とし
て周到な健康診断が行われていることにも十分注目しなければならない。
とくにホワイトカラーの出身者が肉体的負荷の大きな職種に転換する場合
は，それまでとは異なる筋力を使うことになるので，綿密な健康チェック
と長時間をかけた現場訓練が行われている。さらに造園師や情報処理の
ＳＥなどのように，高度の技能や技術を習得する場合は，とくに長期間の
ＯＪＴが重要になっている。
さらに雇用管理としては，個々の苦情処理や相談などを重視しているケ
ースもみられる（No.６，１３)。そのうえ，'１おじいさん'’とかⅥおばあさん〃
などと呼びかけるのではなく，かならずネームプレートの名前を呼んだ
り，あまりプライヴァシーに立ち入らぬように全従業員に指示するなどの
細かな配慮も行われている（No.１２，１９)。
（４）労働時間の短縮と勤務体制の弾力化
前述のような職務などの見直しや作業条件の調整とともに，ソフトの労
働時間の短縮と勤務体制の弾力化もまた，就業条件の重要な調整事項とな
っている。
しかしながら，好事例とはいえ中小企業では概して時短が遅れている。
それにしても，最近の人手不足への対応も有力な要因となって，週休２日
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制などの拡大が製造業や卸売業や運輸業やピルメン業などで進みつつある
（No.７，９，１０，１３，１４，１６，１８，２３，）。さらには変形時間制による時短の
ケースも糸られる（No.１９)。それと同時に，勤務体制の弾力化も進めら
れつつある。そのなかで，例えばタクシー業では出勤日の24時間稼働をよ
り短時間勤務に変えるとともに固定給部分を拡大し，高齢者でも働けるよ
うにしている（No.９)。料理・飲食店では，まだ就業規則に明記されては
いないが，完全週休２日制の導入とともに短時間勤務が普及し始めてい
る（No.１５)。また，ビル・メンテナンス業などでは発注側から就業時間帯
は制限されているが，勤務日数やローテーションなどを従業員が選択でき
るように勤務体制が弾力化されている（No.１７，２４)。さらに情報処理業な
どには，フレックスタイムも導入されてきている（No.２１，７)。
（５）賃金調整と在職老齢年金との関連
このような労働時間の短縮は，日本の場合，多くは賃金収入そのものを
維持しつつ実施されるので，時間賃率や給与単価を上昇させるケースが多
い，とゑてよい。だが，それにともなう人件費アップは，前述のような職
務・職位の再編成や作業条件の改善や労働力の定着による労働生産性など
へのプラス効果によって相殺されるに違いない。
もう一つ，日本型労働慣行のもとで問題になるのが，年功賃金制度の調
整である。ただし，定年後の再雇用の場合は退職後１年契約の嘱託に変る
ケースが一般的だから，いわゆる年功賃金のように勤続に応じた定期昇給
の問題はほとんどないだろう。しかし，勤務延長や定年延長の場合はそう
はいかない。それにしても，中小企業の年功賃金制度は一部の大企業など
のようにそれほど硬直的ではないので，実際の問題は小さいだろう。それ
でも，一部では制度の調整が行われている（No.２，３，２２)。その内容は能
力給への転換であるが，そうした職能給制度としてではなく，低勤続者を
契約社員化することによって年功給よりも上昇させるような調整がピルメ
ソ業で行われているケースもある（No.１９)。
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さらに，老齢年金との関連も問題になる。ただし65歳以上になると，現
行の制度では自動的に年金受給者となり，賃金所得などをえても減額され
ない。これも将来は再検討される必要がある。現行での問題はすでに２で
明らかにしておいたとおり60歳代前半の在職老齢年金との関連である。表
５に略記したように，卸売業やビルメン業やその他のサービス業では在職
老齢年金の受給を前提として比較的低い賃金が支給されている（No.１２，
１３，１４，１６，２３)。さらに60歳代前半でも，臨時パートなら前述のように自
動的に年金保険からの脱退者扱いされるから，同様に低い賃金でも労働力
供給が確保できる。
しかしながら，賃金率や給与単価は職務や職位に対する社会的な評価と
観念されている面がまだ強く，現にグレードが高いと評価されている職位
や職務のモラールが在職老齢年金の利用による給与ダウンで阻害されるケ
ースもふられる。そうした阻害要因を排除するために，その利用に反対す
る態度を明確にしたり（No.７)，現に利用しないケースもふられる（No.
５，６，１５，２０，２１)。いずれも，雇用側が高齢引退者扱いせず，積極的に能
力活用を試ゑているか，あるいは高齢者自身が受給を希望せず，能力発揮
に努めているケースである｡ただし,在職老齢年金の受給は月例給与との組
み合わせが問題になるので，２５万円前後の上限規制は賞与の支給によって
クリアできるはずだが，それを行っている事例は１件の糸に止まっている
（No.１４)。というのは,なんらかの公共規制がかけられているためか,ある
いは,より低賃金でもそれなりに職務や職位と均衡しているのか,または前
述のような給与に対する観念がすでに崩れ始めているからかも知れない。
4．おわりに
これまで，中小企業における高齢者活用の実態とその条件や要因につい
て，われわれのケース・スターディにもとづいて考察してきた。こうした
活用の条件や要因は，就業規則や管理マニュアルなどに明示され，蓄積さ
中小企業における高齢者活用の展開１６３
れることが望ましい。そうでなければ，高齢者の活用が組織的に安定的に
定着しないかも知れないからである。しかし，雇用管理のマニュアルにつ
いてはとくに意識的に調査しなかったが，就業規則の文書化については明
確に調査事項を設けたにもかかわらず，はっきりとした回答がえられたの
は２件だけだった（No.１７，１８)。いずれもビルメン業においてであり，６０
歳以上だけの雇用シェアが20％近くに達しており，高齢者雇用が多数なの
で業務上も欠かせないのだろう。しかしながら，多数雇用の事例に普及し
ているわけではない。
むしろ雇用管理として，より重要なのは,活用の仕方なり,その条件や要
因などのマニュアル化である。それに対し企業側には,これまでの慣習,人
材や時間の余裕がないなどの理由で行われにくいのかも知れない。かえっ
て文書化しない方が弾力的に運営しやすいというような指摘も可能だろ
う。しかしながら,運営の仕方については,文書化されたルールにもとづい
てこそ，より明確化されるし，文書化やマニュアル化によって担当者とし
ての人材開発だけでなく，今後予想される高齢者活用の増加による混乱を
避け，むしろそれによって時間的余裕を作り出すことにも役立つだろう。
こうした点は，本稿が残した諸点とともに今後のケース・スターディの
なかで追求されねばならないだろう。
最後になったが，本稿が依拠した調査研究にともに参加された方々に心
から謝意を表しておきたい。
＜引用文献＞
Ｄ東京都高齢者就業施策検討協議会『高齢者就業総合推進センター基本構想』
１９８７． 
２）－『中小企業における高齢者活用と就業条件調査』1988～９１．
３）東京都労働経済局高齢者対策室『中小企業における高齢者活用好事例集」
１９９１． 
４）総理府『勤労と生活に関する世論調査』１９８７．
５）労働省『高齢者の短時間就業と雇用管理」１９８３．
６）拙稿「長寿社会の雇用ヴィジョンと雇用政策｣，本誌，５８～３．４，１９９１ａ、
７）－「産業構造の変化と労働力需給の展望｣，東京都『行政管理｣，199ｌｂ．
